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１．はじめに

人口減少で国内市場が縮小する日本では，内需型産業が海外に活路を求める

動きが強まっている。内需型に含まれる小売業界においても，上場企業では海

外売上高比率が 10％を超えていることが報じられている（1）。さまざまな小売

企業が国際展開に挑戦しているが，最も積極的な取り組みを見せる企業の 1つ

として，株式会社ファーストリテイリング（以下，ファーストリテイリング）

を取り上げることができる。日本経済新聞社が毎年実施する日本の小売業調査

にによれば，ファーストリテイリングは株式会社セブン &アイ・ホールディ

ングス，イオン株式会社，アマゾンジャパン合同会社に次ぐ第 4位の売上高を

あげている（2）。また同様に実施される日本の専門店調査においても，同社は「カ

ジュアル衣料」の分野で首位に立っている（3）。さらにコンサルティング会社

のデロイト・トウシュ・トーマツの調査によると，世界の小売業界で第 57 位

の売上高をあげている（4）。ファーストリテイリングは「国内ユニクロ」「海外

ユニクロ」「グローバルブランド（セオリー，コントワー・デ・コトニエ，プ

リンセス タム・タム）」「ジーユー」などの事業に取り組むが，その持続的な
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成長発展は「海外ユニクロ」の事業によって牽引されてきた。また，海外ユニ

クロのなかでも，最も成功しているのは中国市場となる。そこで本稿では，ユ

ニクロの中国市場における 20 年を超える事業展開の軌跡を分析し，その成功

要因について考察することを目的としたい。

２．小売企業の世界標準化と現地適応化を融合するグローカルマーケ

ティング

小売企業の国境を越えるマーケティングには，「世界標準化」と「現地適応化」

と称される接近法が存在する。世界標準化とは，地球規模で同質的な単一の市

場を見出し，それを標的に画一的なマーケティングを展開することを意味する。

進出各国の市場特性に過剰な対応を控えることによって，「効率」を追求する。

そして現地適応化とは，世界各国の市場に備わる固有性に向き合い，積極的な

対応に努めることを意味する。進出各国の市場特性に積極的な対応を図ること

によって，「効果」を追求する。先行研究においては，食品を中心に多様な商品

を取り扱う食品スーパーや総合スーパーといった総合型の小売業態による国際

展開については現地適応化が求められると考えられてきた。そして衣料品（ア

パレル），生活雑貨，家具といった特定商品を取り扱う専門型の小売業態による

国際展開については，世界標準化を図ることが適していると考えられてきた（5）。

こうした 2つの接近法は，一方を追求すると他方を犠牲にしなければならない

トレード・オフ（二律背反）の関係にある。常識的に考えてみると，世界標準

化は，進出各国の現地市場で適応的な対応を妨げる。逆に現地適応化は，地球

規模の広範な市場で標準的な対応を妨げる。

こうした 2つの接近法は，同時に追求することができないのだろうか。実際

には，どのような小売業態であっても，2つの接近法を融合する取り組みが要

求される。本国で構築してきた強みを進出国で訴求すると同時に，現地市場に

備わる固有の需要特性にも対応しなければならない。換言すれば，世界標準化

の「グローバル」な視点と現地適応化の「ローカル」な視点を融合する「グ
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ローカル」なマーケティングに取り組むことが要求されるのである。このよう

な考え方を先駆的に示したペンシルベニア大学のヨーラム・ウインド（Yoram 

Wind）教授は，市場の同質化や共通性に目を向けることの意義を認める一方で，

世界各国の市場に備わる多様性から目を背けることはできないと主張した。そ

して地球規模の視野に立脚しながら進出各国の需要特性に応じる必要性を説い

て，“Think Globally, Act Locally”（地球規模で考え，現地市場に立脚して行

動せよ）（6）と唱えた。また，実務の世界でも同様の見解が示された。1980 年代

後半に世界市場を舞台とする事業拡大に挑もうとしていたソニー株式会社の盛

田昭夫は，「日本，アメリカ，ヨーロッパ，東南アジアのそれぞれの地域にお

いて，全く新しい目標を持って，ソニーをローカライズ（局地化・現地化）し

なければならない。しかも，そのローカライズは，ソニーとしてグローバル（世

界的）な目的の下にされなくてはならない」（7）と論じ，新たな経営戦略の指針

として「グローバル・ローカライゼーション」を掲げた。これが世界の共通語

として用いられる「グローカル」という言葉の語源となった（8）。

そして，小売企業の国際戦略にかかわる先行研究においても同様の視点が提

示されている。オックスフォード大学サイードビジネススクール・リテール

マネジメント研究所のアラン・トレッドゴールド（Alan Treadgold）博士は，

地球規模の広範な市場を対象に画一的なマーケティングに取り組むことで効率

を追求する「グローバル戦略」と進出各国の需要特性に寄り添い適応的なマー

ケティングに取り組むことで効果を追求する「マルチナショナル戦略」を融合

した「トランスナショナル戦略」の有効性について言及している（図表１参照）。

すなわち，世界標準化を追求する「グローバル」な視点と現地適応化を追求す

る「ローカル」な視点を融合する「グローカル」な視点に立脚することの有効

性を主張しているのである。このように考えるのであれば，世界標準化を軸に

国際展開する専門型の小売業態であっても，ある部分で現地市場に立脚した取

り組みを図ることで効果を追求することが求められる。同様に，現地適応化を

軸に国際展開する総合型の小売業態についても，ある部分で画一的な取り組み
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を図ることで効率を追求することが求められる。

独自の商品やサービスなどを訴求する専門型の小売業態は，特定の価値観や

ライフスタイルを持つ消費者を標的に差別的な優位性の源泉となる固有の提供

物を訴求することから広範な市場に標準的な接近が可能になると考えられてき

た（9）。このように見てみると，固有の提供物を評価する巨大な同質的市場が

存在するのであれば，専門型の小売業態による世界標準化に基づく国際展開は，

総合型の小売業態による現地適応化に基づく国際展開よりも容易な接近法と認

識することができる。しかも，それは多くの企業努力や経営資源を投入するこ

となく実践可能であるように考えられる。

しかし，本当にそうなのだろうか。必ずしもそうではない。なぜなら，小売

企業の国際展開は，当然ながら本国とは異なる環境条件や社会的脈絡（コンテ

キスト）に直面しており，進出各国で小売業態の忠実な複製（世界標準化）を

図ることができたとしても，それに対する評価は現地の生活文化から形成され

る嗜好や現地市場における競争関係などに規定されるためである（10）。このよ

うに見てみると，専門型の小売業態による世界標準化に基づく国際展開にも難
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図表 1　小売企業の国際戦略

出所：Treadgold（1990/91）, Figure.8, p.25.
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しさが存在する（11）。したがって，世界標準化を軸に国際展開する専門型の小

売業態であっても，現地適応的な取り組みが要求されるものと考えられる。と

はいえ，それはどのような取り組みなのだろうか。また，それはどのような成

果をもたらすのだろうか。以下では，ファーストリテイリングの海外ユニクロ

事業のなかでも最大の中国市場における成功要因がグローカルマーケティング

の実践にあることについて検証したい。

３．ユニクロの中国市場におけるグローカルマーケティングに関する

事例研究

本節の事例研究においては，特定事例を対象に因果関係を探る「因果過程追

跡」の手法に基づく事例研究に取り組む（12）。個別企業（あるいは，事業）の

行動を経時的に追跡し，その成果や結果との関係性について考察する。具体的

には，ユニクロの中国市場におけるマーケティングの展開を歴史的に観察し，

現在の高い業績との関係性について考察するのである。こうした取り組みを通

じて，グローカルマーケティングの有効性を確かめる理論検証が目的となる。

事例研究には，経営者が執筆した著書，アニュアルレポート（統合報告書），

ニュースリリース，有価証券報告書，新聞記事，そして雑誌記事などの資料を

用いる。

３．１．日本市場における成長発展の軌跡

ファーストリテイリングの起源は，1949 年に山口県宇部市で創業されたメ

ンズショップ小郡商事にある。その歴史は，1984 年に社名を「ファーストリ

テイリング」と変更し，ユニクロの第 1号店を出店したことに始まる。その社

名には，顧客が求める商品をファーストフード店のように早く提供する小売業

という意味が込められている。またユニクロというブランド名は，「ユニーク・

クロージング・ウェアハウス（UNIQUE CLOTHING WAREHOUSE）」を略

したものとなる。それからおよそ 40 年が経過した現在，日本を代表するアパ
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レル小売企業として躍進している。その持続的な成長発展の理由としては，概

して 3つの要因を取り上げることができる（13）。

最初に，小売企業でありながら人々の日常生活に寄り添う高品質なベーシッ

クファッション（14）を生み出してきたことである。ユニクロの商品開発は，国

際展開を加速化し始めた頃から「国籍，人種，地域に捉われない服」（15）の提供

を目指してきた。ユニクロは「日常を快適に過ごせる服，老若男女を問わず，

だれもが着られるベーシックな普段着」（16）を追求してきたが，「売れる商品と

いうのは，国や地域に関係なく，世界中どこでも同じ」（17）と考え，個別市場の

多様性や流行の移り変わりにとらわれないことに努めてきた。そして，それは

2011 年に「メイド・フォー・オール（Made for All）」という方針に結実した。

具体的には，「所得」に捉われない服を作ること，「ライフスタイル」に捉われ

ない服を作ること，「国籍」に捉われないこと，そして「住む地域」に捉われ

ないことを追求してきた（18）。こうした取り組みは，2013 年にカジュアルウェ

アやスポーツウェアを超越する新たな商品カテゴリーとして，「ライフウェア

（LifeWear）」に進化した（19）。この新たなカテゴリーは「人々の生活をより豊

かに，より快適に変えていく究極の普段着」（20）を目指し，高品質で着心地が良

く，ファッション性を兼ね備えるベーシックな衣料品をあらゆる人の手に届く

手ごろな価格で提供することを追求する。最新の流行を追うファストファッ

ションと異なり，人々の日常に密着して生活を快適にすることを目指す世界唯

一の新たな商品カテゴリーとして位置づけられてきた。

次いで，そのベーシックファッションをチェーンストア方式で構築した巨大

な店舗網を通じて大量販売につなげてきたことである。周知のように，チェー

ンストア方式には，2つの特徴が備わる（21）。１つは，チェーン本部に仕入れ

の権限を集中させることで交渉力を強化し，商品の仕入価格を抑えることであ

る。もう 1つは，店舗の特徴（規模，構造，設備）やその運営方法を標準化す

ることによって，市場の多様性に過剰な対応を図らずに広範な市場に同時多発

的に出店する（出店の速度を高める）ことや効率的な店舗展開を実現すること
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である。日本市場における成長期のユニクロは，標準化された店舗（ロードサ

イド店）を郊外の幹線道路沿いに出店することによって全国規模の店舗網を構

築してきた。さらに近年では，都心の繁華街に広告塔（情報発信基地）として

出店する旗艦店，大規模な商業施設や駅構内に出店する小型から超大型までの

店舗，そしてオンラインストアとライブコマースを含める Eコマース（22）から

なるオムニチャネルの創造が国内市場における持続的な成長を牽引している。

現在（2022 年度末），日本国内に 809 に及ぶ店舗網を構築している。

そして，1980 年代の末頃から「製造小売業（SPA: Specialty Store Retailer 

of Private Label Apparel）」に転換してきたことを取り上げることができる（23）。

いまでは日本の製造小売業を象徴する創業当初のファーストリテイリングは，

メーカーや卸売業者から完成品を仕入れて再販売する一般的な小売業者であっ

た。しかし，そうした事業に限界を見て，独自の商品を手掛けることを決意す

るに至った（24）。それは 1988 年に香港で購買事務所を構え，手書きの仕様書を

用いて生産委託することから始まった。ところが，メーカーに委託すると取引

量が少ないために手を抜かれ，商社に委託してもメーカーに丸投げされて生産

管理までは徹底されなかったという。こうした苦い経験を通じて，自身で商品

の企画から販売まで取り組むことが決意された（25）。以来，天然素材や合成繊

維を提供するメーカーと直接取引し，高品質の素材を安定的に調達することに

着手した。2006 年 6 月には東レ株式会社と業務提携を結び，新たな機能を備

える画期的な素材の開発にも挑戦してきた。発熱素材の「ヒートテック」（26）や

冷感素材の「エアリズム」（27）といった新素材の開発は，革新的な商品開発を可

能としてきた。こうして現在は，商品の企画，開発，製造，販売に至るすべて

の過程に介入してディマンドチェーンを構築する製造小売業として，高品質の

ベーシックファッションを手ごろな価格で提供することで躍進している。

３．２．国際展開の概況

以上のような取り組みを通じて国内で成長発展してきたユニクロの国際展開
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は，2001年にイギリスのロンドンに進出したことに始まる。翌年に中国の上海，

2005 年にアメリカのニュージャージー州，同年に韓国のソウル，そして 2007

年にはフランスのパリに進出を果たし，欧米の先進国とアジアの新興国を舞台

とする成長を遂げてきた。海外ユニクロは，初めて国境を越えてからおよそ 7

年後の 2008 年 8 月期に黒字化した（28）。海外進出に踏み出た当初は欧米市場で

の挑戦が注目を集めたが，実質的には中国や韓国を中心とするアジア地域を舞

台に成長してきた。2016 年に海外市場における店舗数が日本市場における店

舗数を上回り（図表２参照），2018 年には海外市場の売上高が日本市場の売上

高を上回った（図表３参照）。さらに 2019 年には海外市場の営業利益も日本市

場の営業利益を上回り（図表４参照），いまやユニクロの存在基盤は大半が海

外市場に立脚する状態に及んでいる。そして現在（2022 年度末），24 の国・地

域に広がる海外市場で 1,585 もの店舗を展開し（図表５参照），ファーストリ

テイリングにおける総売上高の 48.7％を生み出している（図表６参照）。地球

規模の広範な市場に進出しているかのように映るが，その店舗網の 9割が日本

と中国，香港，台湾からなる中華圏（グレーターチャイナ）に集中している（図

表５・図表７参照）。こうした実態を確認すると，ユニクロはアジアという超

国家地域を肝要な標的として設定してリージョナルマーケティングを展開する

小売企業として評価することができる（29）。

３．３．海外進出の背景と動機

かつては内需型の国内産業と認識された小売企業が国際展開に踏み出る動機

には，環境と主体という側面に起因するさまざまな要因が存在する（30）。最初

に環境条件から及ぶ要因として，国外市場へ押し出す「プッシュ要因」と海外

市場に引き付ける「プル要因」が存在している。プッシュ要因としては，国内

市場の成熟化，競争の激化，規制の強化などが挙げられる。そしてプル要因と

しては，新興市場の拡大，競合企業の不在，人口成長などが挙げられる。次いで，

小売企業の積極的な成長戦略や競争戦略に起因する主体要因も存在する（31）。
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図表２　ユニクロの国内外における店舗展開

出所：株式会社ファーストリテイリング（2002-2023）より作成。

日本国内の環境条件に目を向けると，少子高齢化に伴い衣料品の主たる顧

客層の縮小が懸念された（32）。確かに国内市場で持続的な成長を遂げてきたが，

その店舗展開，売上高，そして営業利益は 1990 年代の半ばから伸び悩みに直

面していた。さらに，欧米の外資系企業が日本市場に参入してきたことが取り

上げられる。1994 年にアメリカのギャップ（GAP），そして 1997 年にスペイ

ンのザラ（ZARA）が参入してきたことを受けて，世界市場で勝ち残らなけれ

ば国内でも通用しなくなるという危機感を抱いた（33）。実際に，代表取締役会

長兼社長の柳井正は，「積極的に国際化を図らなければ，日本に参入してくる

海外の大企業に駆逐されてしまう」（34）と述べている。こうして柳井は，「日本

には期待せず，日本を飛び出して新しい市場を開拓するしかない」（35）と考える

ようになった。

また海外市場に目を向けると，世界規模で自由化が進展してきたことや新興

経済国で中産階級層が台頭していることに可能性が見出された。とりわけアジ
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図表４　ユニクロの国内外における営業利益

出所：株式会社ファーストリテイリング（2009-2023）より作成。

図表３　ユニクロの国内外における売上高

出所：株式会社ファーストリテイリング（2009-2023）より作成。

264



－89 （　  ）－

図
表

５
　

ユ
ニ

ク
ロ

の
国

・
地

域
別

店
舗

展
開

国
・
地
域

20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
20
09
20
10
20
11
20
12
20
13
20
14
20
15
20
16
20
17
20
18
20
19
20
20
20
21
20
22

日
本

（
FC
店
）

51
9

（
12
）
57
0

（
12
）
59
5

（
14
）
63
7

（
11
）
67
9

（
15
）
72
0

（
17
）
74
8

（
18
）
75
9

（
19
）
77
0

（
20
）
80
8

（
20
）
84
3

（
21
）
84
5

（
21
）
85
3

（
19
）
85
2

（
21
）
84
1

（
30
）
83
7

（
39
）
83
1

（
41
）
82
7

（
43
）
81
7

（
43
）
81
3

（
46
）
81
0

（
30
）
80
9

（
10
）

イ
ギ
リ
ス

4
15

21
3

6
8

11
13

14
14

11
10

10
10

9
10

10
11

13
15

15
15

中
国

2
5

6
8

7
9

13
33

54
80

14
5
22
5
30
6
38
7
47
2
55
5
63
3
71
1
76
7
83
2
89
7

ア
メ
リ
カ

4
1

1
1

1
1

3
7

25
42

45
44

48
51

50
43

43
韓
国

10
14

18
30

48
62

80
10
5
13
3
15
5
17
3
17
9
18
6
18
8
16
3
13
4
12
2

香
港

1
4

8
11

13
15

16
18

22
25

25
25

28
29

31
31

30
フ
ラ
ン
ス

1
1

2
1

2
3

6
8

10
19

25
24

22
23

26
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

3
5

7
12

18
23

24
24

26
28

25
26

27
ロ
シ
ア

1
3

2
2

4
8

11
20

31
37

42
45

49
台
湾

1
17

37
46

55
63

65
65

67
68

69
69

マ
レ
ー
シ
ア

2
5

10
21

25
35

41
48

49
50

48
51

タ
イ

4
10

20
23

32
34

40
50

51
54

56
フ
ィ
リ
ピ
ン

1
6

16
23

32
40

51
58

60
63

65
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

1
4

8
9

12
18

26
32

40
49

ド
イ
ツ

1
1

3
5

5
9

9
10

10
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

1
6

12
12

15
20

23
25

26
ベ
ル
ギ
ー

2
2

3
3

3
4

3
カ
ナ
ダ

2
5

11
12

14
16

ス
ペ
イ
ン

2
2

4
5

5
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

1
1

2
3

3
オ
ラ
ン
ダ

1
1

2
2

デ
ン
マ
ー
ク

1
1

1
1

イ
タ
リ
ア

1
1

1
イ
ン
ド

3
6

7
ベ
ト
ナ
ム

4
8

12
国
外
小
計

（
進
出
国
・
地
域
数
）
4
（
1）

17
（
2）

26
（
2）

9
（
2）

14
（
2）

30
（
5）

39
（
5）

54
（
6）

92
（
6）

13
6

（
8）

18
1

（
10
）
29
2

（
12
）
44
6

（
13
）
63
3

（
15
）
79
8

（
15
）
95
8

（
16
）
1,
08
9

（
17
）
1,
24
1

（
19
）
1,
37
9

（
21
）
1,
43
9

（
24
）
1,
50
2

（
24
）
1,
58
5

（
24
）

合
計

52
3
58
7
62
1
64
6
69
3
75
0
78
7
81
3
86
2
94
4
1,
02
4
1,
13
7
1,
29
9
1,
48
5
1,
63
9
1,
79
0
1,
92
0
2,
06
8
2,
19
6
2,
25
2
2,
31
2
2,
39
4

注
：
日
本
国
内
に
お
い
て
は
，
フ
ラ
イ
ン
チ
ャ
イ
ジ
ン
グ
（

FC
）
に
よ
っ
て
若
干
数
の
店
舗
が
展
開
さ
れ
て
い
る
。

出
所
：
株
式
会
社
フ
ァ
ー
ス
ト
リ
テ
イ
リ
ン
グ
（
20
02

-2
02
3）
よ
り
作
成
。

265



－90 （　  ）－

図表６　ファーストリテイリングの事業別売上高比

図表７　ユニクロの地域別出店比

出所：株式会社ファーストリテイリング（2009-2023）より作成。

出所：株式会社ファーストリテイリング（2007-2023）より作成。
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ア諸国は人口の規模が大きく，その平均年齢が低いことから若年層の旺盛な

消費意欲が魅力となっている。中国についても，2001 年 12 月に世界貿易機関

（WTO）に加盟して以来，「世界の工場」から「世界の市場」として認識され

てきた。この点について柳井は，「消費意欲が高く，購買力を持った人たちが，

地理的にもそう遠くない地域に，大量に出現したのである。日本企業にとって

は突如，もの凄いチャンスが目の前に現れたことになる」（36）と述べている。そ

して「急速に伸びているアジア諸国に出店しないことの方が，圧倒的にリス

クが大きい」（37）と認識してきた。2020 年度のアニュアルレポートにおいては，

以下のような見解が示されている。

ユニクロ事業の今後の成長を担うのが，グレーターチャイナと東南アジアで
す。アジアでは経済発展に伴い，今後も中産階級の人口が爆発的に増え続ける
ことが予想されます。「中国の消費はスローダウンしているのでは？」と，よ
くマスコミや投資家に聞かれますが，ユニクロに関しては そんなことはあり
ません。中国の消費はほかの地域よりも良いぐらいです。我々は，中国，東南
アジアからインドまでの地域を「世界経済の成長センター」と位置づけ，大量 
出店を継続していく計画です。これらのアジア市場で，すでに確固たる経営基
盤を築いているユニクロには，事業をさらに拡大するビジネスチャンスがあり
ます。日本の人口はわずか 1.2 億人ですが，グレーターチャイナのホワイトカ
ラーの人口は数億人，アジア全体では 10 億人以上と推測されています。日本
の 10倍，20倍の市場で，我々の成長を確かなものにしたいと考えています。

出所：株式会社ファーストリテイリング（2021），11 頁。

しかし同時に，ユニクロの海外進出は，国内市場に見られた限界や海外市場

の魅力などの環境条件を受けてのことだけではなかった。それは柳井の世界市

場を舞台とした成長発展のビジョンが駆動力となって推進されてきた。市場の

グローバリゼーションが拡大するなかで，柳井は「世界市場で勝負することが

できなければ国内市場でも競争力を保つことができない」（38）と考えた。また，

「ファーストリテイリングは，日本で生まれ，日本を中心に成長してきた企業

です。自動車メーカーやハイテク企業が，画期的な日本のブランドとして世界
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で愛され，大躍進を果たしたように，今度は私たちも日本発の新しいグローバ

ル企業として，服の世界を変えていきます」（39）と世界市場に打って出る強力な

意向を表明している。こうして日本のカジュアル衣料業界で躍進してきた柳井

は，「スポーツと同じ感覚で，国体で優勝したら次はオリンピックに出たいと

思った」（40）とも述べている。すなわち，ユニクロの国際展開は，世界経済の潮

流を見据えた柳井の企業家精神を原動力として推進されてきたのである。

３．４．中国市場への進出方法（参入様式）

ユニクロの国際展開は，進出各国の現地市場における事業展開に機動力や統

制力を担保するために全額出資子会社を設立することで推進されてきた。この

方法には，市場調査や実行可能性調査の労を要すると同時に，多大なる経営資

源の投入が要求される。しかし単独で迅速な意思決定が可能となり，進出各国

でのブランド管理も担保できるメリットが備わる（41）。したがって全額出資子会

社の設立は，ユニクロのような専門型の小売業態や製造小売業に適した進出方

法と認識されてきた（42）。しかし，国際展開に挑戦し始めた初期段階や「情報

の不確実性」が高い国に進出するに際しては，現地企業と合弁会社を設立する

ことで進出してきた。現地市場に精通するパートナーと協働することによって，

さまざまな障壁を克服することが期待できるからである（43）。イギリスに次い

で 2ヵ国目となる中国市場への進出は，2001 年 8 月にファーストリテイリン

グが現地のチェンフェン・ジートゥアン・グーフェン・ヨーシェン・コンスー（晨

風集団股份有限公司）と 71.43%の出資比率の共同出資で合弁会社のシュイン

シィアォ〔ジャンスー〕フゥーシィー・ヨーシェン・コンスー（迅銷〔江蘇〕

服飾有限公司）を設立することで実現された（44）。しかし 5年後の 2006 年 12

月に，迅銷（江蘇）服飾有限公司から中国事業を引き継ぐ形で，全額出資子会

社のシュインシィアォ〔ヂォングゥオ〕シァンマァォ・ヨーシェン・コンスー

（迅銷〔中国〕商貿有限公司）を設立した（45）。2014年度のアニュアルレポート

で「ユニクロはすべて直営店経営をしているおかげで，情報伝達や実行の速度が
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速く，問題解決がスムーズに行われています」（46）と記されていることからも分

かるように，ユニクロの中国展開は全額出資子会社で運営することによって機

動的な事業展開を追求してきた（47）。

３．５．中国市場におけるマーケティング戦略

中国市場における事業展開は，2002 年 9月に上海で 1号店を開店することに

始まる。柳井は，「経済発展が著しい中国の人たちの，良い服を買いたいとい

う強い意欲は，かつての日本を思い出させます。私が若かった頃，給料のほと

んどを新しい服や靴を買うことに使っていたという時代がありました。今後も

中国市場での服の需要は，所得に関係なく，さらに増える可能性があります」（48）

と展望し，13 億人を超える人口が消費大国と化すことに期待を寄せた（49）。ま

た，中国事業を統括するグレーターチャイナ CEOのパン・ニン（潘寧）も「こ

れまで中国は生産拠点として重要な存在でしたが，ここ数年は世界的にも消費

市場として注目されています。広大な国土や人口を考えると，消費市場の規模

は，将来的には日本の 10 倍はある」（50）と期待した。そして中国事業は，第 1

号店を出店してからわずか 3年後の 2005 年 8月期に黒字化を達成した（51）。進

出当初は上海や広州などの経済発展が著しい沿海部の大都市に集中的に出店

したが，近年は内陸部の地方都市にも店舗網を拡大してきた。年間に 50 から

100 ほどの出店を重ね，2021 年には中国の店舗数が日本国内の店舗数を超える

までに拡大した（図表５参照）。そして現在（2022 年度末），中国全土に広が

る 29 の都市に 897 に及ぶ店舗網を構築している。上海と台湾を含める中華圏

では 996 店舗を展開することで 5,385 億円もの売上高をもたらし，総売上高の

23.4％を占める（図表８・図表９参照）。また，中華圏の営業利益は 834 億円と

なり，総営業利益の 29.5％を占める（図表 10 参照）。以下では，ユニクロの中

国市場におけるマーケティングについて分析することにしよう。
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図表８　ユニクロの中華圏における店舗展開

図表９　ユニクロの中華圏における売上高

出所：株式会社ファーストリテイリング（2014-2023）より作成。

注：中華圏の業績は，全体の 10％を超えた 2013 年度分から公開。
出所：株式会社ファーストリテイリング（2014-2023）より作成。
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（１） 製品・サービス政策

中国市場に進出した当初のユニクロのマーケティングは，現地市場に観察され

た特性に対応する現地適応化が図られた。競合他社の商品を調査し，その価格に

合わせて素材や品質を抑えた中国市場用の商品を提供した。日本と同じ高品質の

商品を同じ価格で販売すると，関税が課されるために現地の競合ブランドよりも

割高になることにも配慮したのである（52）。しかし，中国市場向けに準備された

商品は，現地の顧客に見向きもされなかった。中国の顧客は情報化社会のなかで

本来の品質を知っており（53），日本のユニクロと同じ商品を求めていた。この点

について柳井は，「中国の人もユニクロの情報を知っていて，日本と同じものを

買いたいと思っていることを，当時の私はまだ知らなかった」（54）と回想している

ように，現地市場のニーズを読み誤ったのである。また，2005年に初進出した

北京では，赤字が続き1年足らずで撤退した経験がある。上海と北京における需

要特性や商慣行の違いに配慮しなかったことが不振の原因であった（55）。

図表 10　ユニクロの中華圏における営業利益

注：中華圏の業績は，全体の 10％を超えた 2013 年度分から公開。
出所：株式会社ファーストリテイリング（2014-2023）より作成。
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こうした苦い経験を通じて学習し，ユニクロの中国市場における商品政策

は，すべての進出国で最高品質の商品とサービスを提供することを追求する

「グローバルワン」を合言葉として推進されてきた。ユニクロを中国語で表記

すると「優衣庫（ヨゥイクゥ）」となるが，この表記が示すように，品質に

「優」れた「衣」料品を取り扱う倉「庫」（店）であることを前面に訴求してき

た。その結果，品質への信頼を獲得し，生活に欠かせない必需品として支持を

得てきた（56）。しかし一方で，広大な中国市場においては地域によって生活様

式や嗜好が大きく異なる。地域の生活文化，消費者の嗜好や購買慣習，そして

経済発展のレベルには多様性が備わるために画一的なマーケティングには限界

が生じる（57）。したがって，華北，華東，中南といった地域に備わる需要特性

に積極的に向き合い，地域単位で品揃えの構成や新商品の投入時期を緻密に検

討するマーチャンダイジングに努めてきた（58）。すなわち，地域単位で見出さ

れる色やデザインに対する需要特性に対応し，東西南北で大幅に異なる気候や

季節の移り変わりに応じて新商品の投入を図るのである。すべての進出国で共

通した品揃えを提供するが，そのなかでも中国，あるいは同国内の地域に備わ

る需要特性に応じて取扱商品の多寡を柔軟に調整する（59）。こうした取り組み

でユニクロのブランドコンセプトを堅持しながらも，一定の品揃えのなかで可

能な限り需要特性に対応を図ることで「マス・カスタマイゼーション（Mass 

Customization）」を追求するのである（60）。

ユニクロが中国で躍進してきたもう１つの理由として，きめ細やかな顧客サー

ビスの提供や高度な接客技術が取り上げられる。具体的には，中国の小売業界

で必ずしも徹底されていない「レジで顧客を待たせない」「売り場を常にきれい

に保つ」，そして「サイズの欠品をしない」といった取り組みの積み重ねが高く

評価されてきた（61）。しかし，こうした評価を得るまでに至ることは，必ずし

も容易でなかった。日本では当然と思われる丁寧な顧客サービスの提供に対し

て，進出当初の中国では現地の従業員たちのなかで「なぜそこまでやるのか」

と不思議がる声が少なくなかった（62）。こうした課題についての対応は，上海
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南京西路店の日本人店長が「中国と日本では文化も違いますし，働く人たちの

モチベーションも考え方も異なります。心からユニクロのサービスを実行して

もらうには，何度も何度も説明して，さまざまな違いを乗り越えなければなり

ません」（63）と述べているように，日本国内で実践する高レベルな顧客サービス

の提供を中国の店舗に浸透させるために，腰を据えて現地の従業員に寄り添う

人材教育や研修に取り組んできた（64）。

（２） 価格政策

以上で触れたように，ユニクロの強みは，人々の日常生活に寄り添う高品質

な「ベーシックファッション」を手ごろな価格で提供することにある。したがっ

て，すべての進出国において，価格を抑えるために品質を犠牲にするようなこ

とはなかった。海外市場におけるユニクロの商品価格は，関税や輸送費などか

ら日本国内における価格よりも若干高くなる場合があるが，基本的にはすべの

進出国で為替レートに応じて日本国内と同一価格が設定されている（65）。中国

においても，上海に進出した当初から「品質を犠牲にしてまで価格を下げる必

要はない」（66）という考えに立ち，現地の消費者に「良質な商品を適正価格で販

売する」（67）という理念を丁寧に伝えてきた。中国の在来市場や露店には低価格

の衣料品が溢れているために，価格の安さで勝負すると品質に対する信用を失

うことが懸念されるからである。したがって当初は，多くの消費者がユニクロ

の価格設定を割高に認識した（68）。しかし次第に以上の理念について消費者の

理解を得るようになり，価格，品質，商品構成，そして顧客サービスなどの総

合的な評価で中国の消費者に支持されてきた。このようなユニクロの中国市場

における価格政策は，表面的に観察すると世界標準化に相当する。しかしなが

ら，日本と中国における消費市場の社会的脈絡を意識するならば，実質的に同

じ価格であっても価格設定に込められる意味づけが異なる。日本では高品質の

商品に付された「手ごろな価格」である一方で，中国では高品質の商品に付さ

れた「適正な価格」という意味づけがなされているのである。中国語には，質

273



－98 （　  ）－

と価格のバランスを意味する「シンジャービー（性价比）」という言葉があるが，

以上の取り組みが実を結び，ユニクロは中国市場で「性价比」が非常に高いと

認知されているという（69）。このように見てみると，中国市場では価格設定の

意味づけに現地適応化が図られているものと認識することができる。

（３） プロモーション（マーケティングコミュニケーション）政策

日本市場で躍進するユニクロであっても，すべての進出国ではブランド認知

が低い状態からの出発となる。当然ながら中国でも知名度がないに等しい状態

から外国のブランドとして事業を始めた。進出当初は，バスや地下鉄の車両を

ラッピングする交通広告を展開した。また，ブランドコンセプトや経営理念を

伝えるテレビ広告を集中的に活用した（70）。こうしたプロモーションは，すべ

ての進出国で同様に展開される世界標準化の取り組みに相当する。しかし，さ

まざまな媒体を活用したあらゆる広告が中国社会に溢れるなかで，人々の関心

を引くことに苦戦した。中国を含める海外市場における試行錯誤を通じて，主

要な商業都市の繁華街に大型店を構えて知名度やイメージを高めることの必要

性を学んだ（71）。そして世界各国の主要都市に，情報発信拠点としてグローバ

ル旗艦店（フラッグシップストア）を構えてきた。中国市場では，2010 年 5月

に上海で南京西路店，2013 年 9月に上海店，そして 2021 年 11 月に北京で三里

屯店をグローバル旗艦店として出店し（72），中国市場や世界市場にユニクロの

存在を訴求する広告塔としての役割を担わせてきた（写真１参照）。また，スポー

ツの分野で活躍する著名人を「グローバルブランドアンバサダー」として起用

することによって，世界市場でユニクロの知名度や信頼性を高めることを図っ

てきた。例えば，上海グローバル旗艦店をオープンするに際しては，当時グロー

バルブランドアンバサダーを務めていたプロテニスプレイヤーのノバク・ジョ

コビッチ（Novak Đoković）を招いてユニクロのブランド認知を高めた（73）。そ

して同時に，進出各国で人気を博す俳優，歌手，そしてファッションモデルな

どの著名人をプロモーションに起用することでブランドの浸透を図ってきた。
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近年の中国市場では，俳優のレイ・ジャーイン（雷佳音），ジン・ボーラン（井

柏然），ニニ（倪妮）， ソン・イー（宋轶），ファッションモデルのドゥ・ジュ

アン（杜鵑），そして歌手のワン・ユエン（王源）などが起用されている。さ

らに中国ではスマートフォンユーザーが非常に多いことや Eコマースの急激な

拡大を受けて，主要なコミニュニケーションの媒体として SNSやアプリなど

を活用して新商品の情報を発信してきた（74）。さらにグローバル旗艦店に加え

て，商品展示会などのリアルの空間におけるコミュニケーションも重視されて

きた。例えば，2021 年からは中国大陸の主要都市で商品展示会を開催してきた。

また，中国で開催される国際輸入博覧会などにも出展してきた（75）。こうした

現地市場に立脚したリアルとバーチャルからなるプロモーションが相乗効果を

生み出し，ユニクロの中国市場におけるブランド認知を高めてきた（76）。こう

したプロモーション政策の手法や媒体の選択は世界標準化であっても，その具

体的な取り組みについては現地適応化が図られているものと認識することがで

きる。

（４） 立地政策・チャネル政策

次いで，ユニクロの中国における市場開拓について目を向けてみたい。中国

写真１　ユニクロが中国市場に構えるグローバル旗艦店

注：上海に出店した南京西路店（左）と北京に出店した三里屯店（右）。
出所：株式会社ファーストリテイリングより提供。
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市場に進出を果てしてから暫くの間は，経済発展が著しい沿海部の中国を代表

する上海，北京，広州，深圳という 4大都市で集中的に出店してきた。周知の

ように，中国の都市は，人口規模，経済成長率，生活レベルなどの指標から 1

級（線）から 6級（線）までの階級に区分されている。ユニクロは 4大都市で

出店を重ねながら，華東地区，華北地区，華南地区の 1級都市でドミナント（地

域集中）の形成を図ってきた（77）。こうした取り組みが漸進するに伴い，地方

都市への進出にも挑戦するようになった。政府の都市化政策や経済発展で地方

都市の生活レベルが飛躍的に上昇するなかで，地方都市でも新しい商品や品質

に優れた商品に対する需要が高揚してきた（78）。具体的には，杭州，南京，武漢，

鄭州，西安，成都，重慶などの東北地区，中南地区，西南地区における 2級都

市へと店舗網を拡張してきた（79）。これから経済発展が見込まれる 2級都市に

おける若い世代の消費拡大に大きな期待を寄せている（80）。現在は，上海があ

る華東地区，広東省がある中南地区，そして北京がある華北地区で多店舗展開

をしている（図表 11 参照）。そして近年では，長期的な視点に立脚して今後

の経済成長が期待される内陸部の 3級都市や 4級都市への出店にも挑戦してき

た。実際に，2014 年と 2022 年の中国市場における店舗網を比較してみると（図

表 12・図表 13 参照），明らかに内陸部で事業を拡大してきたことを確認する

ことができる。こうした中国における出店政策についても，中国における都市

の経済力や立地条件に応じて現地適応的な取り組みがなされてきた。

日本に先駆けてデジタルコミュニケーションが社会に浸透してきた中国で

は，急激な勢いで Eコマースが発展してきた。中国政府が外資系企業による

インターネット通販に対する規制緩和に踏み切ったことを契機として，ユニク

ロも 2009 年 4 月から中国全土を対象に Eコマースを展開してきた。アリババ

ジトゥアン（阿里巴巴集团）と連携することで中国における知名度不足を補い，

販売の早期拡大とブランドの浸透を図ってきた。具体的には，中国の現地子会

社がアリババ傘下のタオバオワン（淘宝網）が運営する仮想商店街に出店す

ると同時に ,独自の通販サイトを設けた。そして通販サイトで注文した商品を

276



－101 （     ）－

図表 11　ユニクロの中華圏における店舗展開

区域 省・市 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

華北地区

北京市 39 44 51 61 64 67 67 － 68
天津市 10 11 12 15 16 19 20 － 21
河北省 6 7 8 13 15 16 17 － 20
山西省 1 1 2 8 13 14 15 － 13
内モンゴル自治区 2 3 4 6 7 8 8 － 8

地区小計 58 66 77 103 115 124 127 － 130

東北地区

遼寧省 14 19 21 19 20 22 23 － 25
吉林省 4 5 8 9 8 9 9 － 8
黒龍江省 5 7 9 9 9 10 10 － 11

地区小計 23 31 38 37 37 41 42 － 44

華東地区

上海市 49 53 60 70 76 79 82 － 87
江蘇省 25 31 39 48 56 65 72 － 83
浙江省 21 31 34 44 51 56 61 － 72
安徽省 5 6 6 8 10 13 17 － 19
福建省 10 12 14 15 22 24 25 － 29
江西省 2 2 5 8 11 13 14 － 15
山東省 15 23 26 30 31 36 37 － 46

地区小計 127 158 184 223 257 286 308 － 351

中南地区

河南省 6 7 9 14 19 22 27 － 32
湖北省 11 16 19 22 22 25 26 － 33
湖南省 4 6 8 15 21 22 24 － 28
広東省（広州・深圳） 38 53 72 94 102 115 124 － 133
広西チワン族自治区 1 3 6 7 9 11 12 － 17
海南省 1 1 3 3 3 4 － 5

地区小計 60 86 115 155 176 198 217 － 248

西南地区

重慶市 9 9 10 15 19 19 20 － 19
四川省 16 16 21 22 24 30 35 － 44
貴州省 2 3 3 6 6 6 6 － 7
雲南省 4 6 9 11 13 15 16 － 17

地区小計 31 34 43 54 62 70 77 － 87

西北地区

陝西省 6 9 10 15 21 25 24 － 29
甘粛省 １ 1 1 1 2 2 － 3
青海省 1 2 2 2 2 3 － 3
寧夏回族自治区 1 1 2 2 2 2 2 － 2

地区小計 7 12 15 20 26 31 31 － 37
中国大陸小計 306 387 472 592 673 750 802 832 897

－ 香港 22 25 25 27 28 30 31 31 30
－ 台湾 46 55 63 65 67 68 70 69 69

中華圏合計 374 467 560 684 768 848 903 932 996

注：2021 年度の中国市場における地域別の店舗数については公表されていない。
出所：株式会社ファーストリテイリング（2015-2023）より作成。
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図表 12　ユニクロの中華圏における出店状況 【2014 年】

図表 13　ユニクロの中華圏における出店状況　【2022 年】

出所：株式会社ファーストリテイング（2015），42 頁。

出所：株式会社ファーストリテイング（2023），38 頁。
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顧客が店舗で受け取る，あるいは店舗で購入した商品を自宅で受け取る O2O

（Online to Offline）のサービスを導入して高い支持を得てきた（81）。さらに日

本市場に先行して，リアルタイムで映像を配信して商品の紹介や販売に取り組

む「ライブコマース」に着手してきた（82）。こうして中国では，Eコマースの

拡大でブランド認知が高まることによって実店舗における購入を増加させる相

乗効果をもたらしてきた（83）。国土が広い中国大陸では，実店舗に倉庫として

の役割を担わせ，Eコマースで注文された商品をいち早く顧客に届けるサービ

スを強化してきた（84）。そして 2019 年 8 月期には Eコマースの売上構成比が

20％に達し，今後はそれを 30％まで高めることを目標としている（85）。

（５） 人的資源管理・人材教育政策

現地の人材に多くを依存しなければならない小売業の国際展開については，

人材教育が重要な課題となる。海外市場に踏み出た当初の進出各国におけるユ

ニクロの人材教育は，日本国内で経験を積み重ねてきた人材を派遣することで

取り組まれた。ユニクロの国際展開が拡大するなかで 2010 年には，国籍，人種，

性別を問わずに実力次第で仕事やチャンスを獲得できる「グローバル人事制度」

が導入された。この制度では，店長以上の役職に就く社員は国籍に関係なく世

界中の店舗に赴任させる「民族大移動」がスローガンとして掲げられた。こう

して日本で採用した人材を海外に派遣すると同時に，海外で採用した人材を日

本で教育する機会を設けることで地球規模の市場を舞台に活躍できる経営幹部

を育成してきた（86）。

また，2012 年度から海外市場を 5つの地域に分けて各地域の従業員教育や

店舗開発を委ねる地域本部制を導入してきた。日本と韓国を担当する東京本

部，グレーターチャイナ事業を担当する上海本部，東南アジア事業を担当する

シンガポール本部，欧州事業を担当するパリ本部，そして北米事業を担当する

ニューヨーク本部を設置し，進出各国で機動的な事業展開を推進してきた。そ

して各地域本部には，2009 年に経営幹部を育成するための機関として立ち上
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げたファーストリテイリング・マネジメント・アンド・イノベーション・センター

（FR-MIC）を各地域本部に設置し，経営人材の育成や研修に取り組んできた（87）。

さらには，進出各国における事業展開についても現地社員が現地の従業員を

教育する体制を確立することが目指されてきた（88）。海外市場で最も積極的な

店舗展開を推進してきた中国においては，新規出店の速度に人材の育成が追い

付かなかったことがある（89）。2008 年に新卒採用を開始したが（90），大卒者の

採用はユニクロでのアルバイト経験を必須条件とすることで即戦力となる人材

を確保し，数ヵ月で店長を育成する特別な体制を整備してきた（91）。最近では，

従業員の就業意欲を高めることや優秀な人材獲得を目的として，店舗販売員の

給与を引き上げるなどの待遇の改善を図っている（92）。

４．若干の考察

以上で概観してきたように，ユニクロの中国市場におけるマーケティングは，

世界標準化と現地適応化を包摂するグローカルマーケティングを図ることで成

功してきた（93）。改めて簡潔に振り返ると，最初に上海や北京での初期展開に

おける失敗経験から学習したユニクロの中国市場における製品政策について

は，品質と機能に優れた人々の日常生活に寄り添うカジュアルウェアと丁寧な

顧客サービスをすべての進出国で同じように提供する世界標準化を追求してき

た。しかし広大な中国市場においては，地域の需要特性に応じた品揃えの形成

や商品投入のタイミングについて現地適応化の取り組みを見せてきた。次いで

価格政策についても，日本と中国では同程度の価格設定がなされていることか

ら世界標準化に相当する取り組みを見せてきた。しかし同時に，両国間の所得

水準の違いを踏まえ，日本では高品質の商品を「手ごろな価格」で提供するこ

とを訴求してきたことに対して，中国では高品質の商品を「適正な価格」で提

供することを訴求し，価格設定に付される意味づけの現地適応化を図った。そ

してプロモーション政策については，すべての進出国で多様な媒体を用いてコ

ミニュニケーションを図っているが，現地の著名人をプロモーションに起用し
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ていること，中国で最も効果的な媒体となる SNSやアプリの活用に注力して

きたこと，そして商品展示会の開催などは，現地適応化の取り組みとして評価

することができる。さらに店舗の出店にかかわる立地政策についても，チェー

ンストア方式によって広大な中国全土に多店舗展開を図る世界標準化を実施し

ながらも，経済発展が著しい沿海部の大都市から内陸部の地方都市に漸進的に

店舗網を拡張するという現地適応的な取り組みを見せてきた。そして最後に人

的資源管理や人材教育についても世界標準化が図られているが，日本国内と同

様に丁寧な顧客サービスの提供を実現するために地道な人材教育や中国独自の

採用制度を設けたことは現地適応化に相当する。

このようなユニクロの中国市場におけるマーケティングは，世界標準化と現

地適応化のメリットを同時に享受するグローカルマーケティングに相当する。

ブランドコンセプトやビジネスモデルを堅持しながらも中国市場の環境条件や

その社会的脈絡に適応化を図る取り組みを見せてきた。そもそも世界標準化は，

本国で構築してきた手法を盲目的に複製することであってはならない。なぜな

ら，進出各国の多様な環境条件に備わる制度に即して強みを翻訳するような取

り組みが要求される場合があるためである。同様に現地適応化についても，一

筋に現地市場の特徴や要求に受動的な対応を図ることであってはならない。そ

れが国際展開の原動力となった強みを放棄することにつながることが懸念され

るためである。

ユニクロは海外市場における収益性の改善を目的として，2017 年から初め

て中国で各店舗の収益を週単位で管理する仕組みを導入してきた（94）。月単位

から週単位の管理に変更することによって，各店舗の課題を即座に把握して臨

機応変に改善を図るのである。こうした取り組みについて中国事業を統括する

グレーターチャイナ CEOのパン（潘）は，「国土が広い中国大陸では，各店

舗が気候や地元のニーズに合わせた商品構成をつくり上げる『個店経営』を実

践しました。その結果，無駄な在庫が減り，利益率が改善しています」（95）と自

己評価している。
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このようなユニクロの中国市場における取り組みは，進出各国の需要特性に

積極的な対応を図る現地適応化に相当する（96）。しかし厳密には，それは日本

市場で構築されてきた強みを複製することを念頭に取り組まれてきたのであ

る。ユニクロの中国市場における事業展開は，現地市場に立脚しながら世界標

準化を図るグローカルマーケティングを実践してきたものとして認識すること

ができる。こうした取り組みを見せる中国市場では，消費者が選ぶアパレルブ

ランドのランキングで上位を獲得し続けてきた（97）。例えば，中国で最も影響

力がある経済誌『第一財経週刊』が選ぶ「中国におけるトップブランド」にお

いて，2012 年から 7年連続でファッション・アパレル部門の首位となってき

た（98）。また，週刊誌『China Internet Weekly』による中国におけるデジタルマー

ケティングのブランドランキング調査においても，3年連続でファッション小

売業の分野で首位の座を獲得してきた（99）。こうした輝かしい栄誉は，ユニク

ロが中国市場において高い評価と支持を獲得してきたことの証となる。

５．おわりに

ユニクロの国境を越えるマーケティングは，おおよそ世界標準化に相当す

る。しかし具体的な取り組みを追跡しながら考察してきたように，実際には現

地適応化に相当する取り組みも併存する（100）。日本の生活文化から生まれたユ

ニクロは，さまざまな国に進出するにしたがい，進出各国で成長発展するには

現地の伝統文化や生活様式に寄り添うことの必要性を学習してきた。こうして

グローバル化を極めるには，同時にローカル化を推し進めることの必要性を認

識し，「グローバル・イズ・ローカル，ローカル・イズ・グローバル（Global 

is Local, Local is Global）」（101）という標語を掲げるに至った。本稿で考察して

きたように，中国市場におけるユニクロの躍進は，マーケティングの世界標準

化を基本にしながらも，製品政策，価格政策，プロモーション政策，立地政策，

そして人的資源管理という側面で現地市場の環境条件や需要特性への現地適応

化を包摂するグローカルマーケティングを実践することでもたらされてきたと
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評価することができる（102）。

以上で既に触れたように，ユニクロの国際展開は，その大部分が中国大陸，

香港，台湾からなる中華圏に集中している。グレーターチャイナ CEOのパン

（潘）も，「グレーターチャイナでの需要は拡大し続けると思います。アパレル

の購買意欲が高い中産階級層が増えていくことにより，成長ポテンシャルは高

まる傾向にあるからです。生活に欠かせない必需品として，高い支持を獲得し

続けているユニクロにとっては，ビジネスをより拡大できるチャンスです」（103）

と述べている。そして 2023 年 4 月，ファーストリテイングは今後の 10 年間で

現在の 3倍以上に及ぶ 10 兆円の売上高を目標として掲げた（104）。この目標を

実現するためには，ユニクロ海外事業のさらなる拡大が求められる。これまで

欧米市場にも果敢に挑戦してきたが，進出各国における事業展開の規模は必ず

しも大きくない。しかし，その挑戦がアジア諸国でグローバルなブランドとし

ての認知を育むことに寄与してきた（105）。今後は，中国市場で積み重ねてきた

経験や試行錯誤を糧にその他の進出国における事業の拡大を図ると共に，南米

やアフリカなどの新たな市場に進出することも期待される。今後もユニクロが

海外市場でどのように成長発展を遂げるのか観察し続けたい。

【付記】

本稿の投稿に際しては，2名の匿名査読者に貴重なコメントを頂戴しました。

記して感謝申し上げます。また本稿は，JSPS科研費 23K01604 の助成を受け

て実施した研究成果の一部であることを明記いたします。
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